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コンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス・・・・ビルディングビルディングビルディングビルディングのののの６６６６ステップステップステップステップ    
 コンセンサス・ビルディングは、複数の交渉事項

について多数の利害関係者（ステークホルダー）が

交渉するプロセスの流れを構築し、そして実際に運

営するための手法である。コンセンサス・ビルディ

ングでは、以下に示すステップや各種ツールが利用

される。 
 
1. 利害関係者を特定し、各関係者の利害や能力、そ
してコンセンサスに基づく合意形成の可能性を

評価する。 
2. コンセンサス・ビルディング･プロセスを実施す
るかしないかを判断し、わかりやすい目標、規約、

作業計画、スケジュールを設けた上でプロセスを

開始する。 
3. 共同事実確認（joint fact-finding）を用い、科学
技術や事実認識に関係する疑問を解消し、現実的

な代替案の検討作業に利害関係者を集中させる。 
4. 利害関係者による審議（deliberation）のプロセ
スを運営・管理することで、技術的に適切でかつ

政治的にも受け入れられる合意案の発見可能性

を最大化する。 
5. コンセンサスによる合意を追求する。全員一致の
同意が難しい場合はできる限りコンセンサスに

近い合意を形成する。 
6. 実施段階においても、必要に応じ利害関係者が合
意条件を再確認、再検討する機会を設ける。   

上記、コンセンサス・ビルディングの６ステップに

ついて、以下に詳しい説明を行う。 
 
Step 1：：：：ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー分析分析分析分析からからからからコンセンサスコンセンサスコンセンサスコンセンサス・・・・

ビルディングビルディングビルディングビルディング・・・・プロセスプロセスプロセスプロセスをををを開始開始開始開始    

 まず招集者（convenor）が、利害関係者を話し合

いの場へと引き込まなければならない。招集者は、

多数の利害関係者が参加するプロセスを開始し、そ

の運営を支援することにより、対立の解消と合意形

成に貢献することができる。具体的には、以下の要

件を兼ね備えた個人または組織が招集者となる。 
 
・ 現状の課題改善に関心がある（直接的な利害関係
を有する者でもよいし、当該地域における課題全

般に関心がある者でもよい）。 
・ 現状の課題改善に向けて利害関係者を集めた話し
合いをしたいと希望している。 

・ 利害関係者を集めることに投資する余裕（財源、
技術、日程的余裕）がある。 

・ 「招集者の下で共同作業をしてもいいだろう」と
他の利害関係者たちが感じられる妥当性

(legitimacy)や権限を有している。 
 
 主要利害関係者を集めた会議を開くことを招集者

が決断したら、次に、コンセンサス・ビルディング・

プロセスをそもそも実施すべきかどうか、どのよう

な形で実施することが望ましいかについて検討する

ための「事前評価」を、招集者自身または外部委託

によって実施することが望ましい。事前評価を行う

目的として、以下の５点が挙げられる。 
 
・ 交渉すべき主なことがらの把握 
・ 上で特定された交渉すべきことがらに対して利害
関係を有する人々の把握 

・ 利害関係者が抱いている懸念や利害に基づき、各
関係者のコンセンサス・ビルディングに参加する

意欲と参加者としての能力を評価 
・ 利害関係者間で合意できそうな点、対立しそうな
点を把握 

・ コンセンサス・ビルディング・プロセスの計画（目
標、規約、作業計画等）を提案 

 
 この評価（「ステークホルダー分析」「イシュー分

析」「紛争アセスメント」などと呼ばれる）には、情

報収集だけではなく、信頼を獲得し、さらに最重要
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課題について幅広いコンセンサス形成を最大限可能

とするプロセス設計の参考にするという目的もある。 
 評価手法としては、各利害関係者に対する個別の

聞き取り調査が主に用いられる。しかし、招集者自

身が各利害関係者に聞き取り調査をしたとしても、

質問に対する素直な回答、関連情報を全て入手する

ことは難しいと考えられる。招集者自身が利害関係

を有していたり、他の利害関係者が欲しがっている

リソース（例えば予算、意思決定権）を持っていた

りするため、招集者は課題事項について中立な立場

にあるとは認識されないことが多い。よって、グル

ープ・ファシリテーション、紛争処理、コンセンサ

ス・ビルディングなどの専門家に、この評価作業を

委託するほうがより適切である。 
 評価自体は簡便なもの（数名とオフレコで会話し、

招集者に口頭で説明）から、包括的で本格的なもの

（質問票を用いる半構造的聞き取り調査を多数実施

し、聞き取り対象者にも配布する報告書を作成）ま

で考えられる。評価がどのような形で行われるにせ

よ、招集者（独立な評価者を用いる場合は評価者）

が評価の要約（文書もしくは口頭）を聞き取り調査

を受けた者に提供し、その評価に基づく次のステッ

プを提案することが重要である。 
 
Step 2：：：：実施実施実施実施するするするする、、、、しないのしないのしないのしないの判断判断判断判断 
 各利害関係者が事前評価の内容を確認し、提案さ

れたプロセスを修正したり、そもそも自ら参加すべ

きかどうかを判断したりする機会を与えるため、招

集者は「準備会合」を１回もしくは複数回開催する

とよい。この会合の結果に基づき、招集者やプロセ

スの実施を支援するその他組織は、コンセンサス・

ビルディング・プロセスを実施するか、実施しない

かを選択できる。各関係者はプロセスに参加すべき

か、プロセスを支援すべきかを検討する上で、以下

の条件を提案されたプロセスが満たしているかどう

かを判断材料とするとよいだろう。 
 
・ あらゆる利害関係者、特に実現に向けて協力が欠
かせない人々の意見を代表する参加者が含まれて

いること。 
・ プロセスの全体目標や規約について参加者の同意
を得ることから始まるプロセスになっていること。 

・ 十分な情報に基づく建設的な利害関係者間の議論
を可能とする資源（時間、予算、技術支援、中立

的ファシリテーション）が存在すること。 
・ 行政機関による意思決定、行政間調整との関係が
明確になっていること（例：単なる諮問か、意思

決定者のアジェンダ・セッティングか、何らかの

決定に直接影響を与えるのか）。 
 
これらの条件が満たされ、利害関係者がコンセンサ

ス・ビルディング・プロセスを実施しようと決定し

たら、招集者とプロセスに参加する利害関係者はメ

ディエーターもしくはファシリテーターの選定を行

い、利害関係者による第一回会合の日程を決め、目

標、規約、作業計画、費用負担について検討と調整

を行う。 
 利害関係者グループはまず、規約（ground rules）
を定めなければならない。全員の同意に基づく、わ

かりやすい規約を用意できれば、その後、全ての参

加者が自らの責任と役割を理解した上で生産的な議

論、交渉、そして合意形成を推進できる環境をつく

ることができ、検討作業を進めていく上で大きな役

割を果たす。 
 規約素案は評価者もしくは（もし同一人物・組織

でなければ）議論のファシリテーターが作成し、第

一回会合で参加者に内容の確認、修正、確定をして

もらう。通常、規約には以下の内容が含まれる。 
 
・ 会議の目標 
・ 会議とスポンサー・招集者の関係 
・ 会議の参加者 
・ 参加者の責任 
・ 会議の運営方法 
・ （もしいれば）ファシリテーターの責任 
・ 議論や交渉のすすめ方 
・ 紛争処理手続、意思決定のルール 
・ マスメディア、一般市民とのコミュニケーション 
・ グループが使える予算の利用方法 
・ その他規約に盛り込むべきと参加者が判断した事
項 

 
Step 3：：：：科学技術科学技術科学技術科学技術にににに関関関関するするするする複雑複雑複雑複雑なななな疑問疑問疑問疑問をををを処理処理処理処理するたするたするたするた

めめめめ共同事実確認共同事実確認共同事実確認共同事実確認をををを実施実施実施実施 
 この段階では、検討に必要な情報、そして情報源

に関する見解や意見の相違をどのように処理するか

について参加者が同意することを支援する。共同事
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実確認は、科学技術に関連する課題およびそれらが

政策に与える影響について、利害関係者が共通理解

を構築するためのプロセスである。また、共同事実

確認により、科学技術の方法論、データ、見解、解

釈に関する紛争を処理することもできる。 
 
Step 4：：：：審議審議審議審議 
 このステップでは、各参加者が「相互利得原則

(mutual- gains approach)」に従った交渉を行うこと
で、事前に同意している会議の目標に向けて一定の

成果をうみだすことができる。相互利得原則とは、

事前準備をきちんと行うこと、利害に注目すること、

コミットすることなく代替案を模索すること、意思

決定に資する評価基準の合意を模索することの４点

である。全ての参加者が相互利得原則に従った交渉

を行うよう、プロセスのはじめに、相互利得交渉に

ついての短期研修（半日～２日間）を実施しておく

とよいだろう。 
 各個人が相互利得原則に従うことに加え、専門家

によるファシリテーションや単一文書起草手法を活

用することでより効率的な審議が可能となる。 
専門家によるファシリテーション：熟練したファシリテ

ーターはコンセンサス・ビルディング運営上、必要

不可欠の要素の一つである。検討課題について全員

が考え、建設的な対話を進め、そして参加者間の良

好な人間関係の構築に資する雰囲気を作り出すとい

う責任をファシリテーターは負っている。 
 ファシリテーションには大きなメリットがあるた

め、できれば専門能力の高い中立なファシリテータ

ーを利用することを薦める。以下の３つの条件がフ

ァシリテーターに要求される。 
 
・ 複雑な問題について多数の利害関係者が合意に
達することを支援できる能力と経験があること。 

・ 課題となっている具体的なことがら（例えば農村
開発、都市内のスラム問題など）について基礎的

な専門知識があること。 
・ プロセスに関与している利害関係者との人間関
係という側面、議論や交渉の議題となる個々の事

項という側面、それぞれについて偏りがないこと。 
 
Step 5：：：：合意合意合意合意のののの追求追求追求追求 
 共同事実確認、利害関係の特定、代替案創成のブ

レーンストーミング、合意条件について素案の検討

といったプロセスを経た後で、利害関係者は合意に

至る必要がある。  
 ここで「コンセンサスに基づく合意」の意味を明

確にしておかなければならない。コンセンサスに基

づく合意とは、全ての参加者が受諾できる、もしく

は「受忍できる」合意である。理想は全ての利害関

係者から強い支持を受けたコンセンサスである。し

かし、全ての利害関係者が、全ての合意条件につい

て、積極的に支持しなければならないというわけで

もない。つまり「コンセンサスに基づく合意」とは、

「異議なし」とでも定義することができるだろう。 
 グループは、最初に決めた時間の範囲内で、最終

とりまとめに向けて全員の同意を追求することを推

奨する（強制ではない）。全員一致の同意が難しい状

況に至った場合、全員一致という条件を逆手にとっ

て合意やその実現を妨害しようとするごく少数の参

加者によって、グループ全体が「人質」に取られた

状態にならないよう注意を払わなければならない。

また、各参加者は最終合意案について支持するかど

うか判断を示す前に、自分が代表する組織に確認を

取っておくことも重要である。 
 不満を抱いている参加者や複雑な課題に対してど

のような対策を講じるかによって、グループのコン

センサスに達することができるかどうか、その可能

性が大きく変わってくる。全参加者が満足できるよ

うな解決策が容易にみつからない課題については、

以下の対策を施すとよい。 
 
・ 賢明な取引（トレード・オフ）を探す 
・ 想定しうる複数の状況に応じて複数の合意条件
（対策案）を作成しておく 

・ 何が公正なのか(fairness)についての基準を全員
で合意したり、客観的な立場にいる人物を用いた

りすることで意思決定の判断を行う 
 
Step 6：：：：実施実施実施実施、、、、監視監視監視監視、、、、見直見直見直見直しししし 
 コンセンサス・ビルディング・プロセスの最後に、

最終提言の公式承認を各利害関係者に求める。各関

係者に自分の約束を守らせる方法を編み出すことは

極めて重要である。もし利害関係者の利害が一致し

ていて、さらに合意条件の実現に向けて追加投資が
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必要ないのであれば、そのような合意条件は自動的

に強制力を持つことになるだろう。しかし、そうで

もなければ、法律や規制の改変、追加投資、組織と

しての能力開発などが合意条件の実現に向けて必要

となる。合意がきちんとした形で実現されるために

は、それをどのようなステップを踏んで実現するの

か、誰が実現するのかといった点について、関係者

が明確にしておくことが重要となる。 
 多くの事例において、コンセンサス・ビルディン

グ・プロセスによって達した結論は提言でしかない

ため、その提言を行政や議員に確認してもらい、（そ

の全部または一部を）取り入れてもらわなければな

らない。もしプロセスの最初から、関係者によるコ

ンセンサス・ビルディング･プロセスと、最終的な意

思決定の間の関係性が明確になっていれば、この時

点で問題が起きることはないだろう。しかし、関係

者や意思決定主体がどうすることもできないほど強

い政治的、組織的な力によって問題が生じることも

ある。 
 もしプロセスの結果が政治や組織のリーダーを拘

束できないのであれば、意思決定者に影響を与える

戦略について検討する必要性を参加者の共通認識、

共通目標として認識させる必要がある。具体的な戦

略としては、参加者と行政職員による会談の設定、

記者発表を伴う公式提言の発表などが挙げられる。 
 たとえ十分なリソース（財源、政治的、組織的）

が存在し、合意が実現できたとしても、その結果が

参加者たちの目指したものに一致しているかを確認

し、新たな情報や変化する状況に対応するため、定

期的な監視と評価が必要である。状況に応じた対策

が合意条件の中に明記されているのであれば、状況

の監視は新たな対策を行動に移す上で必要不可欠と

なる。 
 
よくあるよくあるよくあるよくある質問質問質問質問    
Q:多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディング

手法を利用する主目的とはどのようなものか？ 

 多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディ

ングは、利害関係者の数が多く、複数の課題が関係

していて、利害関係者の間に相互依存関係が存在し、

課題の全部あるいは一部の解決に向けて協働するイ

ンセンティブがあるような状況で特に有益だと考え

られる。そのような状況では、コンセンサス・ビル

ディングが以下のような役割を果たすことができる。 
 
・ 利害関係者、課題、共同利得の可能性を明確にす
る（事前評価のプロセスを通じて） 

・ 利害関係者の意見が適切な形で代弁されること
を保証する（利害関係者代表の特定、アウトリー

チ、支援を通じて） 
・ 時間と資源の効率利用を保証する（明確に設定さ
れた合意に基づく目標、規約、作業計画と意思決

定主体との明確な連携を通じて） 
・ 事実及び技術に関する複雑な課題について利害
関係者による共通理解を構築する（共同事実確認

を通じて） 
・ 交渉と意思決定のための相互利得原則(mutual- 

gains approach)を適用する（わかりやすい規約と
意思の決定ルール、効果的なファシリテーション

を通じて） 
 
Q:多数の利害関係者によるコンセンサス・ビルディング

手法の利用が不適切、不可能な状況とは、どのような

状況か？ 
・ 重要な利害関係者が参加を拒否する場合。参加を

拒否する理由として、他の利害関係者の協力を得

ることなく自分が欲しいものを獲得できる場合

（つまり、利害関係者間交渉によって獲得できそ

うな条件よりも、自分の BATNA のほうが条件が
よい）、根強い反感や不信感などにより招集者及び

他の利害関係者との共同作業に絶対関わりたくな

いと確信していることが考えられる。 

・ 十分かつ意味のある参加、共同事実確認、審議に

必要とされる資源が不足している場合。例えば、

感染症の大発生や通貨危機などは、きわめて迅速

な対応が必要となるため、決定が必要とされる時

点までに、利害関係者を集め、情報を共有し、交

渉により合意に導くことは物理的に不可能であろ

う。 

・ コンセンサス・ビルディングの基本目標、規約、

意思決定のルール、コンセンサスを得た合意条件

が自分の組織に与える拘束力について、利害関係

者が合意できない場合。 

 

 






